
科学技術・イノベーションの  
人材戦略（参考資料）

資料4-2
科学技術・学術審議会

基本計画特別委員会（第4回)
平成21年

 

8月19日

平成２１年
 

８月１９日



（１）知的基盤社会で活躍する人材の育成 １

①大学院における教育研究の質の向上 １

大学院を置く国公私立大学における人材養成目的等の状況 ２

産学が連携した人材育成に向けた提言 ３

大学院を置く国公私立大学における進路指導の状況 ４

10年前と比較した企業から見た人材水準への評価 ５

大学・大学院におけるインターンシップの実施状況 ６

学生・ポストドクターと教員との関係や教員の意識について① ７

学生・ポストドクターと教員との関係や教員の意識について② ８

教員に対する評価と処遇への反映状況 ９

ティーチングポートフォリオ １０

②博士課程へ進学するインセンティブの付与 １１

博士課程進学を検討する際に重要と考える事項 １２

博士課程修了者数及び就職者数の推移 １３

大学教員採用数と博士課程修了者数の変化 １４

学問分野別の進路フロー推計（理工農系） １５

日米の博士号取得者の雇用部門別分布 １６

民間企業における技術系職員の採用実績と今後の望ましい構成 １７

博士課程修了者及びポストドクターの研究開発者としての採用実

 
績の推移 １８

目 次

研究開発者（博士課程修了者）の採用実績（過去5年間） １９

大学における授業料等の状況 ２０

大学院学生に対する経済的支援に関する取り組み状況 ２１

学生に対する経済的支援の全体像 ２２

日本学生支援機構の奨学金事業の全体像 ２３

ＴＡ･ＲＡの概要 ２４

ＴＡ･ＲＡとしての雇用状況 ２５

大学における授業料減免等の取り組み状況 ２６

博士課程学生に対する経済的支援の充実（21世紀COE→グロー

 バルCOE） ２７

米国における大学院学生に対する経済的支援の状況 ２８

博士課程在学者を対象とした経済的支援の在り方について ２９

ポストドクター等と企業の研究者の専門分野別構成比（日米比較） ３０

ポストドクター等のキャリア選択の意識 ３１

博士課程修了直後にポストドクターとなった者の現在の職業 ３２

ポストドクター等の任期 ３３

ポストドクター等の研究・生活への満足感 ３４

ポストドクター等の研究スキルの習得機会 ３５

ポストドクター等の人数の推移 ３６



③科学技術人材の多様化の促進 ３７

女性研究者及び比率の推移・各国における女性研究者の割合 ３８

女性研究者比率（機関別） ３９

女性研究者の分野別採用状況 ４０

期間別受入れ研究者数（長期・短期） ４１

外国人教員の受入れ状況 ４２

科学技術関係人材の移動経験 ４３

研究者移動に伴うメリット・デメリット ４４

科学技術関係人材の流動性の向上 ４５

我が国の大学、企業、公的研究機関間の人材異動の実態 ４６

優れた研究者を確保するための取り組み ４７

（２）世界トップレベルの研究者の養成 ４８

若手研究者向け研究費の推移 ４９

「若手研究者の自立的研究環境整備プログラム」における応募・

 
採用状況 ５０

テニュア・トラック教員の前職（平成18～20年度） ５１

大学教員の年齢構成 ５２

大学教員及び民間研究者の給与の比較 ５３

大学における若手教員の状況 ５４

若手研究者に自立と活躍の機会を与えるための環境の整備状況 ５５

目 次

日米の職階別任期付教員割合の比較 ５６

（３）次代を担う人材の養成 ５７

理数教育に関するデータ ５８

理数教育に係る我が国の学力の現状 ５９

理数教育と社会とのつながり ６０

国際的に活躍する研究者が影響を受けたもの ６１

児童の能力を伸ばすための外部の専門家との連携 ６２

理工学系専攻の大学生進路選択に影響を与えたもの ６３

理科実験・観察が進まない理由 ６４

（４）技術者の養成・能力開発 ６５

技術者教育の現状① ６６

技術者教育の現状② ６７

技術士試験の受験者数（二次試験）の累計数と技術部門別分布 ６８

科学技術基本計画ヒアリング（抜粋）



（１）知識基盤社会で活躍する人材の育成
①大学院における教育研究の質の向上

１



大学院を置く国公私立大学における人材養成目的等の状況

○

 

課程において身につけさせる知識・技能を明確にしている回答した割合は９３．３％。

○

 

厳格な成績評価と適切な研究指導により、標準修業年内に学位を授与することのできる体制を整備していると

回答した割合は９３．３％。

全体 国立大学 公立大学 私立大学

実施している 93.3% 96.5% 91.4% 92.9%

うち一部の研究科等
においてのみ実施 (8.0%) (14.1%) (10.3%) (6.4%)

実施していない 6.4% 3.5% 8.6% 6.6%

【成績評価基準等の明示】

厳格な成績評価と適切な研究指導により、
標準修業年限内に学位を授与することの
できる体制を整備している

出典：

 

「大学院教育の実質化状況について」（中央教育審議会大学分科会大学院部会資料より）

全体 国立大学 公立大学 私立大学

実施している 93.3% 98.8% 93.1% 92.2%

うち一部の研究科等

においてのみ実施
(4.8%) (8.2%) (5.2%) (4.0%)

実施していない 6.2% 1.2% 6.9% 7.1%

【人材養成目的の明確化】

課程において身に付けさせる知識・技能を明確

にしている

※平成21年度現在で大学院を置く国公私立大学（597大学）に対してアンケートを実施

２



産学が連携した人材育成に向けた提言

○

 

多くの提言において、産学が連携した人材育成の重要性について指摘。

＜「第３期科学技術基本計画」（平成１８年３月

 

閣議決定）＞

・

 

今後はこれまで以上に、産学が協力関係を築いて人材の育成に取り組むことが必要である。

・ 今後、産業界においては、大学や大学院に対する自らのニーズを具体化する事が求められ、大学や大

 学院においては、そのようなニーズを踏まえた教育プログラム等の不断の改善が求められる。

＜「基礎科学力強化に向けた提言」（平成２１年８月

 

基礎科学力強化委員会）＞

・

 

企業等における研究能力の強化とともに産学間の人材交流を促進するため、企業や研究開発独法など

 の社会人研究者が、博士課程において研究能力を向上させ、博士号を取得するとともに、必要な経済的

 支援を受けられる社会人コースの普及を図り、あわせて、産業界との連携による実践的・体系的カリキュ

 ラム開発などの大学と産業界の密な連携を図る取組を支援することが必要である。

＜「基礎研究についての産業界の期待と責務」平成２１年３月（産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ））＞

・

 

産学が望まれる人材の在り方、必要とされる技術ついての意識を共有し、研究と教育のバランスのとれ

 た大学経営が成されることが重要。また、産学が連携した、柔軟な形での人材育成、人材交流（長期イン

 ターンシップ、ポスドクへの企業紹介、教員の企業経験促進施策など）や、寄付金講座の活性化などを一

 層進めることが必要である。

３



全体 国立大学 公立大学 私立大学

実施している 90.3% 96.5% 87.9% 89.3%

うち一部の研究科等
においてのみ実施 (12.6%) (25.9%) (13.8%) (9.7%)

実施していない 9.2% 2.4% 12.1% 10.2%

実施している 52.4% 85.9% 51.7% 45.7%

うち一部の研究科等
においてのみ実施 (26.9%) (56.5%) (31.0%) (20.4%)

実施していない 47.3% 14.1% 48.3% 53.8%

実施している 42.1% 75.3% 46.6% 34.8%

うち一部の研究科等
においてのみ実施 (21.8%) (50.6%) (20.7%) (16.1%)

実施していない 56.8% 24.7% 53.4% 63.7%

実施している 62.8% 96.5% 67.2% 55.5%

うち一部の研究科等
においてのみ実施 (25.7%) (45.9%) (19.0%) (22.5%)

実施していない 36.3% 2.4% 32.8% 43.6%

実施している 60.5% 90.6% 62.1% 54.3%

うち一部の研究科等
においてのみ実施 (24.1%) (49.4%) (22.4%) (19.2%)

実施していない 38.9% 9.4% 37.9% 45.0%

実施している 42.3% 83.5% 37.9% 34.6%

うち一部の研究科等
においてのみ実施 (21.6%) (55.3%) (13.8%) (15.9%)

実施していない 56.6% 16.5% 62.1% 64.0%

教育の標準化、高度化のために、教育研
究の成果を活かして教材開発を行っている

学位授与の方針に基づき、知識・技能をそ
れぞれの学年で修得すべきレベルに応じ
て計画的に配置し、体系的に身に付けさせ
るよう教育課程を編成している

【目的に沿った体系的な教育課程の編成】

インターンシップ（企業等と連携しての実地
研修、プロジェクト参画）を実施している

キャリア教育等を通じて、キャリアパス形成
に関する指導を実施している

海外の大学や研究機関等と連携した（学生
交流、教員招聘等による）教育研究を実施
している

セミナー、学会発表、技能・資格試験等を
通じて英語による論文作成能力、プレゼン
テーション能力、コミュニケーション能力等
の実践的能力を養成している

大学院を置く国公私立大学における進路指導の状況

○

 

インターンシップを実施していると回答した割合は５２．４％。

○

 

キャリア教育等を通じてキャリア形成に関する指導を実施していると回答した割合は４２．１％。

出典：

 

「大学院教育の実質化状況について」（中央教育審議会大学分科会大学院部会資料より）

※平成21年度現在で大学院を置く国公私立大学（597大学）に対してアンケートを実施

４
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「専門学校教育の評価に関する現状調査」

１０年前と比較した企業から見た人材水準への評価

○

 

約３分の１の企業が人材（大学・大学院）の質が低下したと回答。

５



○実施学年（体験学生数構成比）

○実施期間（体験学生数構成比）

（出典：大学等における平成１９年度インターンシップ実施状況調査）

（計：100%）

（計：100%）

（計：100%）

大学学部
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

３．７％ １３．２％ ７４．７％ ６．８％ １．５％ ０．０３％

大学院
修士１年 修士２年 修士３年 博士１年 博士２年 博士３年

７７．９％ １６．２％ ２．１％ ２．１％ １．１％ ０．６％

学校種別 一週間未満

１週間～

２週間未満

２週間～

３週間未満

３週間～

1ヶ月未満

1ヶ月～

３ヶ月未満

３ヶ月～

6ヶ月未満 6ヶ月以上

大 学 １２．４％ ５０．７％ ２５．５％ ３．９％ ４．４％ ２．０％ １．２％

大学・大学院におけるインターンシップの実施状況

○

 

インターン実施学年を見ると、修士１、２年で約９割を占め、博士段階における実施割合は小さい。

○

 

実施期間の割合を見ると、３週間未満が約９割を占め、３ヶ月以上のインターンシップの割合は小さい。

６



※

 

「科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業」の一環で、基礎科学領域の博士研究員（ＰＤ）及び大学院博士課程学生（ＤＣ）の
就職に関する意識調査を北海道大学によるアンケート調査として実施。回答者数は229名。

「企業での研究の仕事についてどの程度
知っていますか。」

「企業での研究の仕事をどのようにして
知りましたか。」

24名
47名

理学研究科・理学院ＤＣ総数136人

具体的によく
知っている

3%

ある程度知っている
27%

あまり知らない
53%

まったく知らない
17% テレビや新聞などの報道

9%

インターネット

25%

知人、友人、先輩

42%

指導教員

9%

その他

15%

理学研究科・理学院ＤＣ総数68人

（左の問で「よく知っている」又は

「ある程度知っている」と回答した者が対象。）

学生・ポストドクターと教員との関係や教員の意識について①

○

 

企業での研究の仕事について、「あまり知らない」「全く知らない」と回答した者の割合は７０％

○

 

企業での研究の仕事について、指導教員から情報を得ていると回答した者の割合は９％

７



※

 

「科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業」の一環で行われたポスドク等に対する調査結果
または個人面談の結果。

「将来についてあなたは誰に相談していますか。」（複数回答可） 「指導教員はあなたの就職について親身になって
相談にのってくれますか 。」

①指導教員, 81

②研究室の友人・先輩, 
118

③家族, 112

④研究室以外の教員, 
34

⑤研究室以外の友人・

先輩, 123

⑥自分の所属する機関

の就職相談センターな

どのスタッフ, 59

⑦他機関の就職相談セ

ンターなどや人材会社

などのスタッフ, 53

⑧相談したいが相談す

る人がいない,  24

⑨相談することがない

ので誰にも相談してい

ない, 12

⑩その他, 32

①親身になってくれ

ている, 33

②研究以外のことは

相談していない, 53

③研究者になる以

外は否定的である, 
15

④どんな内容の相

談もできない雰囲気

である, 6

⑤話は聞いてくれる

が、具体的なアドバ

イスはもらえない,  33

⑥その他, 22

「指導教員と就職について話し合いを持ったことがありますか。」

44.7 26.3 5.3 7.915.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

理解し、応援・支援してくれた 理解は示してくれた 反対された

就職活動をすることを伝えなかった その他

総数：４３９
総数：１６２

総数：３８

学生・ポストドクターと教員との関係や教員の意識について②

○

 

アンケート調査の結果によると、指導教員に将来について相談している者の割合は２割弱。

○

 

実際に相談して「親身になってくれている」以外の回答をした者の割合は８割。

８



教員に対する評価と処遇への反映状況

○

 

多くの国立大学で教員に対する評価を処遇へ反映している一方、公立、私立大学では約３割程度。

全 体 国 立 大 学 公 立 大 学 私 立 大 学

実 施 し て い る 5 8 .8 % 8 9 .4 % 4 8 .3 % 5 4 .0 %

う ち 一 部 の 研 究 科 等

に お い て の み 実 施
(1 5 .8 % ) ( 3 1 .8 % ) ( 1 0 .3 % ) ( 1 3 .3 % )

実 施 し て い な い 4 0 .5 % 9 .4 % 5 1 .7 % 4 5 .3 %

全 体 国 立 大 学 公 立 大 学 私 立 大 学

実 施 し て い る 7 6 .8 % 9 0 .6 % 8 2 .8 % 7 3 .2 %

う ち 一 部 の 研 究 科 等

に お い て の み 実 施
(1 5 .2 % ) ( 3 2 .9 % ) ( 1 5 .5 % ) ( 1 1 .6 % )

実 施 し て い な い 2 2 .8 % 9 .4 % 1 7 .2 % 2 6 .3 %

実 施 し て い る 5 9 .5 % 8 2 .4 % 6 5 .5 % 5 4 .0 %

う ち 一 部 の 研 究 科 等

に お い て の み 実 施
(1 8 .4 % ) ( 4 5 .9 % ) ( 2 0 .7 % ) ( 1 2 .6 % )

実 施 し て い な い 3 9 .8 % 1 7 .6 % 3 4 .5 % 4 5 .0 %

実 施 し て い る 3 8 .2 % 8 7 .1 % 3 4 .5 % 2 8 .9 %

う ち 一 部 の 研 究 科 等

に お い て の み 実 施
(1 0 .8 % ) ( 3 1 .8 % ) ( 6 .9 % ) ( 7 .1 % )

実 施 し て い な い 6 1 .2 % 1 2 .9 % 6 5 .5 % 7 0 .4 %

全 体 国 立 大 学 公 立 大 学 私 立 大 学

実 施 し て い る 8 2 .5 % 9 0 .6 % 7 5 .9 % 8 1 .8 %

う ち 一 部 の 研 究 科 等

に お い て の み 実 施
(1 1 .2 % ) ( 2 2 .4 % ) ( 1 0 .3 % ) ( 9 .0 % )

実 施 し て い な い 1 6 .5 % 5 .9 % 2 4 .1 % 1 7 .5 %

【 学 生 に 対 す る 修 学 上 の 支 援 】

留 学 生 受 入 れ や 国 際 関 係 業 務 へ の 対 応 の た

め 、 事 務 局 体 制 の 国 際 化 を 図 っ て い る

【 大 学 院 進 学 準 備 に お け る 審 査 】

大 学 院 の 進 学 に 関 し 、 進 学 者 選 抜 方 針 が 明 示

さ れ 、 同 方 針 に 基 づ き 、 学 生 の 意 欲 や 能 力 を

適 切 に 評 価 し て い る

【 自 己 点 検 ・ 評 価 体 制 の 整 備 等 】

専 門 分 野 別 自 己 点 検 ・ 評 価 を 実 施 し て い る

教 員 に 対 し て 教 育 面 で の 能 力 や 業 績 の 公 正 な

評 価 を 行 い 、 評 価 結 果 を 給 与 等 の 処 遇 に 反 映

し て い る

専 門 分 野 別 第 三 者 評 価 を 実 施 し て い る

出典：

 

「大学院教育の実質化状況について」（中央教育審議会大学分科会大学院部会資料より）

９



１

 

定義：

教員の教育業績に関する証拠・記録する資料の集合であり、１人の大学教員の教育活動について最も重要な成果の情報をまとめたもの

 
（ピーター・セルディン）。授業改善に必要な省察を促したりするため、教員の教育活動を「可視化」する資料として活用。

 
（※「学士課程教育の構築に向けて」（中央教育審議会答申：平成２０年１２月）における関係記述（抜粋）

 
・（大学に期待される取組）授業改善に向けた様々な努力や成果を適切に評価する観点から、教員が教育業績の記録を整理・活用する仕組み

 
（いわゆるティーチング・ポートフォリオ）の導入・活用を積極的に検討する。）

 ２

 

期待される効果：

①学生の学修自覚の向上に寄与することになること、②将来の授業改善に役立てることができること、③授業の証拠や同僚や専門家等による

 
評価を効果的なものとし、教員の教育活動が正当に評価されるための証拠となること、④教員の教育スキル、能力及び成長の証拠となること、

 
⑤多くの優れた授業やたくみな工夫等が埋もれることなく、多くの人の共有の財産となること、など。

 （参考：

 

「ティーチング・ポートフォリオ作成の手引」

 

（ピーターセルディン著。栗田佳代子訳）

 

１

 

定義：

教員の教育業績に関する証拠・記録する資料の集合であり、１人の大学教員の教育活動について最も重要な成果の情報をまとめたもの

 
（ピーター・セルディン）。授業改善に必要な省察を促したりするため、教員の教育活動を「可視化」する資料として活用。

（※「学士課程教育の構築に向けて」（中央教育審議会答申：平成２０年１２月）における関係記述（抜粋）

・（大学に期待される取組）授業改善に向けた様々な努力や成果を適切に評価する観点から、教員が教育業績の記録を整理・活用する仕組み

 
（いわゆるティーチング・ポートフォリオ）の導入・活用を積極的に検討する。）

２

 

期待される効果：

①学生の学修自覚の向上に寄与することになること、②将来の授業改善に役立てることができること、③授業の証拠や同僚や専門家等による

 
評価を効果的なものとし、教員の教育活動が正当に評価されるための証拠となること、④教員の教育スキル、能力及び成長の証拠となること、

 
⑤多くの優れた授業やたくみな工夫等が埋もれることなく、多くの人の共有の財産となること、など。

（参考：

 

「ティーチング・ポートフォリオ作成の手引」

 

（ピーターセルディン著。栗田佳代子訳）

３

 
ティーチング・ポートフォリオの構成：

①

 

全学的な教育目標及び担当授業の概要
②

 

授業哲学（＝ティーチング・フィロソフィ）
③

 

授業責任（担当科目、学生数、授業概要、学生
への指導助言、及びプログラム管理）

④

 

授業の効果性を証明する証拠（＝学生からの
情報（学生の到達度や授業評価等）、同僚からの
情報（同僚からのフィードバック）等

⑤

 

授業改善への取組（カリキュラム開発、FD等に

よる専門性開発、教材開発、ﾒﾝﾀｰﾘﾝｸﾞ等）
⑥

 

将来計画（将来の授業目標等）
⑦

 

付録

 

（資料・証拠）

４

 
ティーチング・ポートフォリオの事例：

○

 

金沢工業大学：
→金沢工業大学においては、学生に対する教育責任を果た

 
す観点から、新採教員に対する研修会の他、日常的な授業

 
改善活動報告として、科目別ＦＤ報告書（授業点検シート）の

 
仕組みを設け、ティーチング・ポートフォリオとして活用。

○

 

立命館大学：
→立命館大学においては、「新任教員を対象とした実践的

 
FDプログラム」として、学習者を中心とした教育を推進する

 
という、同大学の授業哲学を、教員間で共有するための手

 
段として、新任教員を対象として、ティーチング・ポートフォリ

 
オを活用等について研修を実施。

ティーチング・ポートフォリオを

 
作成すること自体が教員の教

 
育活動のＰＤＣＡになる

ティーチングポートフォリオ
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（１）知識基盤社会で活躍する人材の育成
②博士課程へ進学するインセンティブの付与
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出典：文部科学省科学技術政策研究所

 

「日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査」（2009年3月）

人

博士課程進学を検討する際に重要と考える事項

○

 

理工系の修士学生にとって、「博士課程在籍者に対する経済的支援の拡充」、「民間企業などにおける博士課程
修了者の雇用の増加」、「アカデミックポストの雇用の増加」の３項目が、特に重要と考える事項との回答。
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博士課程修了者数及び就職者数の推移

6,201

9,860

12,375

13,642
14,512

15,160 15,286
15,973

16,801
16,281

12,192

10,974

13,179

63.2%
58.8%57.4%57.2%56.4%54.4%56.4%56.6%55.9%

60.9%62.9%

58.4%

66.3%

4,113

10,288
9,885

9,167
8,7468,557

7,8987,6997,465
6,9147,120

6,6806,201

0

5,000

10,000
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Ｈ３ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

博士課程修了者 就職率 うち就職者

（注）

 

博士課程修了者には、所定の単位を修得し、学位を取得せずに満期退学した者を含む。
就職者とは、給料、賃金、報酬、その他の経済的な収入を目的とする仕事に就いた者をいう。 出典：学校基本調査

博士課程修了者数及び就職者数の推移

○

 

博士課程修了者は増加傾向。このうち、就職者の割合は６割程度で推移。

１３



0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000
1
9
7
6

1
9
7
9

1
9
8
2

1
9
8
5

1
9
8
8

1
9
9
1

1
9
9
4

1
9
9
7

2
0
0
0

2
0
0
3

2
0
0
6

大学教員採用者 卒業者数（大学院博士課程）

（注）大学教員の「採用」とは新規学卒者、民間企業、非常勤講師からの採用のほか、高等学校以下の学校の本務教員からの異動等をいう。
出典：修了者数（大学院博士課程）は文部科学省「学校基本調査」各年度版、大学教員の採用者数は文部科学省「学校教員統計調査」2007年度版より作成

出典：第3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究 「大学・大学院の教育に関する調査」

（平成２１年３月、文部科学省科学技術政策研究所）

○

 

１９９７年（平成９年）以降、大学院博士過程の修了者数が大学教員の採用数を上回っており、アカデミックポストへの就職

 
が困難な状況。

大学教員採用数と博士課程修了者数の変化
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大学学部卒業者（約13.0万人）
約7.1万人
（約55%）

※推計値

大学教員
28人

大学院修士課程修了者（約4.1万人）

進学者

約4.4万人
（約34%）

・教員・公務等

 

約0.5万人※推計値
・留学等

 

約0.1万人
・非就職者

 

約0.8万人
・不明

 

約0.1万人

※博士課程（前期）／修士課程入学者

 

約4.3万人
専門職学位課程入学者

 

約100人

約3.4万人
（約83%）

※推計値

大学教員
69人

大学院博士課程修了者（約6300人）

進学者

約3600人
（約9%）

・教員・公務等

 

約1600人※推計値
・留学等

 

約100人
・非就職者

 

約1500人
・不明

 

約400人

※博士課程（後期）入学者

 

約5100人

約2100人
（約34%）

※推計値

大学教員
575人

ポスドク等
1278人

進学者
55人

・教員・公務等

 

約1000人※推計値
・留学等

 

約100人
・非就職者

 

約800人
・不明

 

約400人

民間企業
アカデミア

※平成20年度学校基本調査（文部科学省）及び平成19年度大学院活動状況調査（文部科学省大学振興課）より作成（一部推計）

学問分野別の進路フロー推計（理工農系）
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1 6 .9 %
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0 .0 %
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4 .9 %5 .3 %

4 2 .6 %
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0 .0 %

1 0 .0 %

2 0 .0 %

3 0 .0 %

4 0 .0 %

5 0 .0 %

6 0 .0 %

４ 年 制 大 学 短 大 等 営 利 企 業 自 営 業 非 営 利 機 関 そ の 他

教 育 機 関 産 業 界 行 政 機 関

日 本

米 国

雇 用 部 門

日 本 ：n =  4 ,611人 、 米 国 ：n =  553 .4千 人
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米 国

雇 用 部 門

5 1 .4 %

1 .6 %

1 6 .9 %

3 .4 %

1 7 .2 %

9 .5 %

0 .0 %

3 4 .3 %

9 .5 %

0 .2 %

4 .9 %5 .3 %

4 2 .6 %

3 .1 %

0 .0 %

1 0 .0 %

2 0 .0 %

3 0 .0 %

4 0 .0 %

5 0 .0 %

6 0 .0 %

４ 年 制 大 学 短 大 等 営 利 企 業 自 営 業 非 営 利 機 関 そ の 他

教 育 機 関 産 業 界 行 政 機 関

日 本

米 国

雇 用 部 門

日 本 ：n =  4 ,611人 、 米 国 ：n =  553 .4千 人

（備考）

＊日本の「産業界の保健医療関係（医師、歯科医師等）」は，「営利企業」「自営業」と回答したものを含めて全て「非営利」に区分

＊ 「産業界の保健医療関係」を除くと、米国の営利企業における割合は33.3%であり、傾向は変わらない

出典：「日本の博士号取得者の活動実態に関する調査研究」（平成１６年３月日本総合研究所）

日米の博士号取得者の雇用部門別分布

○

 

我が国の博士号取得者のうち、営利企業に雇用されている者の割合は、米国と比べ低位。
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民間企業における技術系職員の採用実績と今後の望ましい構成

○

 

技術系職員の採用の約６２％が修士に集中。中期的（第四期期間中２３年度～２７年度）に望ましい構成割合についても

 
大きな変化はない。

（備考）

＊経済産業省 産業構造審議会 産業技術分科会 第４回基本問題小委員会

 

資料４－１より。

＊調査対象は研究開発投資額上位２００社（平成１８年度決算）。約８０％にあたる１５５社より回答。なお、研究開発投資額上位２００社で民間研究

 

開発投資合計額の８割強を占める。

＊学歴別に、①平成２０年度の実績、②平成２０年度の実績に対し本来理想とする割合、③中期的（第四期科学技術基本計画期間中である平成23 
年度～平成２７年度を目安）に望ましい採用構成について質問。
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出典：「平成１９年度民間企業の研究活動に関する調査報告」

 

（2009年1月文部科学省）

博士課程修了者及びポストドクターの研究開発者としての採用実績の推移

○

 

採用実績の推移については、特に大きな変化は見られない。

＜博士課程修了者＞

＜ポストドクター経験者＞
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出典：「平成１９年度民間企業の研究活動に関する調査報告」

 

（2009年1月文部科学省）

研究開発者（博士課程修了者）の採用実績（過去５年間）

○

 

資本規模が大きな企業ほど、博士課程修了者の採用に積極的。
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（指数欄は、昭和50年度を100とした値）

①授業料の推移 ②授業料と消費者物価指数の推移（指数化後）

Ｈ20

 

535,800円

Ｈ19

 

834,751円

入学料

 

（昭和50年）

 

→

 

（昭和61年）

 

→

 

（平成19年度）

◆

 

国立

 

50,000

 

→

 

150,000

 

→

 

282,000

 

（5．6倍へ）

◆

 

私立

 

95,584

 

→

 

241,275

 

→

 

273,564

 

（2．9倍へ）

私立／国立

 

1．9倍

 

→

 

1．6倍

 

→

 

0．97倍

※なお、米・英・仏・独は、入学料は無。

大学における授業料等の状況

○

 

大学の授業料は物価指数と比べて大きく上昇。また、入学料についても上昇。
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4.1%

10.0%

28.8%

40.3%

58.8%

19.7%

28.6%

37.1%

52.4%

4.7%

12.7%

29.5%

40.9%

60.8%

17.3%

27.6%

36.7%

52.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

⑨実施・検討なし

⑧検討中

⑦その他の取組

⑥留学生への奨学金、住居費補助

⑤基盤的経費等内部資金によるＴＡ・ＲＡ雇用

④競争的資金等外部資金によるＴＡ・ＲＡ雇用

③優れた学生への授業料免除

②支払困難学生への授業料免除

①大学独自の奨学金制度

実施割合

平成18年度

平成19年度

大学院学生に対する経済的支援に関する取組（複数回答）

出典：平成19年度大学院活動状況調査（平成20年12月）、平成18年度大学院活動状況調査（平成19年７月）

大学院学生に対する経済的支援に関する取り組み状況

○

 

大学院学生に対する経済的支援に関する取り組みについて、大きな変化はない。
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学生数：２５２．１万人（H20学校基本調査）
（国立）

 

学生数：

 

４５．５万人

 

学校数：

 

８６校

 

年間授業料：５３．６万円
（公立）

 

学生数：

 

１１．４万人

 

学校数：

 

９０校

 

年間授業料：５３．６万円
（私立）

 

学生数：１９５．２万人

 

学校数：５８９校

 

年間授業料：８３．５万円

学部 大学院

修士課程

学生数：１６．５万人
（国立）

 

学生数：９．５万人
（公立）

 

学生数：１．０万人
（私立）

 

学生数：６．１万人

大学院

博士課程

学生数：７．４万人
（国立）

 

学生数：５．２万人
（公立）

 

学生数：０．４万人
（私立）

 

学生数：１．８万人

奨
学
金

授
業
料
減
免
等

授業料減免
●国立大学

 

４．６万人

 

/ １４８億円

 

１人当たり月額
＊実人数（H19実績）

 

・全額免除の場合：４．５万円
・半額免除の場合：２．２万円

（１０．１％）

給

 与

民間団体等（公益法人・学校等）奨学金（平成１５年奨学事業に関する実態調査）

●大学学部

 

11.5万人/ 372億円

 

1人当たり月額

 

2.7万円
(貸与:36.9%) (給与:26.4%) (給与・貸与:36.7%)

●ティーチング・アシスタント（TA）
全体数：５．８万人（３４．９％）（H18実績）
・国立大学：３．５万人（３７．５％）
・私立大学：２．１万人（３３．７％）
1人当たり月額：４．３万円（平成15年度国立学校特別会計）

●ティーチング・アシスタント（TA）
全体数：１．６万人（２１．６％）（H18実績）
・国立大学：１．２万人（２３．２％）
・私立大学：０．３万人（１８．４％）
１人当たり月額：４．３万円（平成15年度国立学校特別会計）

●リサーチ・アシスタント（RA）
全体数：１．０万人（１３．５％）（H18実績）
・国立大学：０．８万人（１６．１％）
・私立大学：０．２万人（８．５％）
1人当たり月額：

 

５万未満５２．８％、１５万以上２０．３％
(参考：平成19年度ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙCOE採択拠点平均値は10.3万円）

●フェローシップ（日本学術振興会特別研究員事業（DC））

対象人数０．５万人（６．２％）/１１０億円（H21予定額）
１人当たり月額２０万円

学部生全体延べ数：８７．３万人 修士全体延べ数：１５．５万人 博士全体延べ数：９．２万人

授業料減免
●国立大学

 

１．８万人

 

/ ６０億円

 

１人当たり月額
＊実人数（H19実績）

 

・全額：４．５万円
・半額：２．２万円

（１８．９％）

団
体

民
間

授業料減免
●国立大学 １．５万人

 

/ ５５億円

 

１人当たり月額
＊実人数（H19実績）

 

・全額：４．５万円
・半額：２．２万円

（２８．８％）

総額：１１０億円＋運営費交付金等
総数：１１．７万人

総額：４２８億円
総数：１２．６万人

民間団体等（公益法人・学校等）奨学金（平成１５年奨学事業に関する実態調査）

●大学院

 

1.1万人/ 56億円

 

1人当たり

 

月額

 

4.2万円
(貸与:11.6%)   (給与:49.0%)   (給与・貸与:39.4%)   

〔参考〕

●私立大学

 

２．２万人

 

/ ６４億円

 

１人当たり月額２．４万円
＊延べ人数（H20実績より推計）

 

（１％）
●私立大学

 

０．０７万人/２億円

 

１人当たり月額
２．４万円

 

＊延べ人数（H20実績より推計）

 

（１％）
●私立大学

 

０．０２万人/０．６億円

 

１人当たり月額
２．４万円

 

＊延べ人数（H20実績より推計）

 

（１％）

（独）日本学生支援機構奨学金（H19実績）
貸与総数：７．１万人

 

/ 貸与総額：７５０億円

（４２．６％）
●無利子 4.9万人/507億円,１人当たり月額8.8万円

（29.3％）
●有利子 2.2万人/243億円,１人当たり月額9.2万円

（13.3％）

業績優秀者返還免除（H19実績）
●修士：０．７万人/９３億円

 

１人当たり１３６万円

（独）日本学生支援機構奨学金（H19実績）
貸与総数：１．６万人

 

/ 貸与総額：２１８億円

（２９．７％）
●無利子 1.4万人/203億円,１人当たり月額12.2万円

（27.4％）
●有利子 0.1万人/15億円,１人当たり月額10.3万円

（2.3％）

業績優秀者返還免除（H19実績）
●博士：０．２万人/４６億円

 

１人当たり２６９万円

（独）日本学生支援機構奨学金（H19実績）
貸与総数：８０．５万人

 

/ 貸与総額： ６，０９９億円

（２９．９％）
●無利子奨学金事業

 

25.5万人/1,589億円,１人当たり月額5.2万円
（9.5％）

●有利子奨学金事業

 

55.1万人/4,510億円,１人当たり月額6.8万円
（20.4％）

総額：２８４億円
総数：１０．０万人

総額：貸与７，０６７億円、優秀者免除１３９億円
総数：貸与８９．２万人、

 

優秀者免除０．９万人

学生に対する経済的支援の全体像 ＊（

 

）は全学生に占める対象者の割合

２２

（※）

 

経済的理由以外に、休学、死亡等によ

 

る免除額を含む。（修士、博士も同様）
（※） （※）



高校生：大学等へ進学を希望
する者は「予約奨学金」を申込

（20年度）

予約採用候補者 19.9万人
予約採用者数

 

16.0万人

返還期間

 

：最長２０年

日本学生支援機構

無利子・有利子貸与
※在学中は無利息

在学中

 

：

 

学部生、大学院生

返還中：約２５４万人
うち３ヶ月以上滞納
約２０．３万人

［平均貸与月額］
無利子：

 

6.2万円
有利子：

 

7.1万円

入 学

通常の採用：４月～７月
年間を通じて保護者の家計急変
などによる
「緊急採用（無利子）」
「応急採用（有利子）」を実施。
※20年度は臨時採用（有利子）も含め

約1万３千人（20年度実績）

［適格認定］
毎年、貸与継続を希望する奨学生の
経済・学生生活・学修状況を確認

［返還猶予］
・失業や低所得など経済的理由により

返還が困難な者の返還を猶予
・低所得の要件：年収300万以下
・猶予件数：延べ４万人(20年度)

［返還免除］
・死亡・心身障害免除

 

：約1300人(20年度)
・特に優れた業績による返還免除(無利子・大学院生)：約８．６千人(20年度)
・教育・研究職免除（無利子）

 

：約７．８千人(20年度)(16年度以降の採用者より廃止)

入学時一時金(有利子)
・給与所得世帯で400万以下

・10、20、30、40、50万円から

選択
・4．５万人(20年度実績)

日本学生支援機構

回収、返還相談、猶予・免除手続き

・督促：延滞１～３月
・個人信用情報機関への登録：延滞３ヶ月以上
・ｻｰﾋﾞｻｰによる回収：延滞４～８ヶ月
・法的措置：延滞９ヶ月～

返還が困難な者への措置 返還可能な延滞者への措置

高校生等
卒 業

［平均貸与総額］
学部生：283.2万円
大学院生：371.9万円

貸与中：約１１０万人

［貸与人数］

 

新規

 

継続

 

計
無利子：

 

11.1  23.7 34.8 万人
有利子：

 

29.6  46.6 76.2 万人
(２０年度実績)

延滞6ヶ月以上の者のうち年

 
収300万円未満は約8割以上、

 
無職・アルバイトが約5割以上

 
（アンケート調査）

日本学生支援機構の奨学金事業の全体像

２３



5,873 人,
53.7%

4,908 人,
44.9%

157 人,
1.4%

5,863 人,
56.3%

4,375 人,
42.0%

168 人,
1.6%

競争的 資金

寄付金 等

基盤的 経費等

72,482 人,
97.7%

72,455 人,
98.2%

904 人 ,
1.2% 450 人,

0.6%

1,501 人,
2.0% 214 人,

0.3%

競争的資金

寄付金等

基盤的経費等

１．

 

概要
優秀な大学院学生に対し、教育的配慮の下に、学部学生等に

 
対する助言や実験、実習等の教育補助業務を行わせ、大学院学生

 
が将来教員・研究者になるためのトレーニングの機会の提供を図る

 
とともに、これに対する手当支給により、大学院学生の処遇の改善

 
の一助とすることを目的とする。
２．

 

対象者
大学院に在籍する学生

３．

 

支給額の目安
一人当たり月額４．３万円（平成１５年度国立学校特別会計）

４．受給者数
７．４万人（平成１８年度実績）

１．

 

概要
大学等が行う研究プロジェクト等に、教育的配慮の下に、優秀な

 
大学院学生等を研究補助者として参画させ、若手研究者としての

 
研究遂行能力の育成、研究体制の充実を図るとともに、これに対

 
する手当支給により、大学院学生の処遇の改善の一助とすること

 
を目的とする。
２．

 

対象者
大学院に在籍する学生（主に博士課程）

 

等
３．

 

支給額の目安
一人当たり月額１０．３万円（平成１９年度グローバルCOE採択

 
拠点の平均値）
４．受給者数

１．０万人（平成１８年度実績）

リサーチ・アシスタント（RA）

ティーチング・アシスタント（ＴＡ） ※ＴＡ採用学生数の割合（財源別）

TA採用学生

 

数
全在学者数 割合

修士

 

課程

57,720 165,525 34.9％

博士

 

課程

16,299 75,365 21.6％

専門

 

職

学位

 

課程

178 20,159 0.9%

合計 74,197 261,049 28.4%

※ＲＡ採用学生数の割合（平成18年度） ※ＲＡ採用学生数の割合（財源別）

※TA採用学生数の割合（平成18年度）

RA採用学生

 

数
全在学者数 割合

修士

 

課程
226 165,525 0.1％

博士

 

課程
10,165 75,365 13.5％

専門

 

職

学位

 

課程

15 20,159 0.1%

合計 10,406 261,049 4.0%

外周：平成18年度

内周：平成17年度

外周：平成18年度

内周：平成17年度

ＴＡ・ＲＡの概要

○

 

ＴＡの財源は大学の基盤的経費が９割以上、ＲＡの財源は競争的資金が４割、基盤的経費が５割強。

２４



0.9%

21.6%

34.9%

0.1%

13.5%

0.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

専門職学位課程

博士課程

修士課程

ＲＡとして雇用される学生の割合

ＴＡとして雇用される学生の割合

ＴＡ・ＲＡ採用学生数の割合
（平成１８年度課程別実績）

出典：平成19年度大学院活動状況調査（平成20年12月）

ＴＡ・ＲＡとしての雇用状況

○

 

ＴＡとして雇用されている学生は修士課程で約3割・博士課程で約2割であり、ＲＡに採用されている学生は博士課程で約１

 
割程度。

２５



（注）１．私立大学の数値は国の補助による数値のみ計上しており、大学独自のものは除く。
２．のべ人数は、国庫補助を活用した授業料免除及び独自の奨学金等の対象者の合計。３．国は事業費の1/2以内を補助。

（注）１．実人数は平成18年度から調査を実施。
２．のべ人数は、前期、後期それぞれの免除者数の合計。
３．一人当たり月額は学部（昼間）、大学院（法科大学院を除く）の標準額を基に算定。

（平成19年度実績）

のべ人数 実人数 一人当たり月額 減免を受けた学生の割合

１３万２千人 ８万人
全額免除の場合：４．５万円
半額免除の場合：２．２万円

１３．５％

のべ人数 実人数 一人当たり月額 減免を受けた学生の割合

２万１千人 -

一人当たり月額：２．４万円
・授業料減免の場合：２．８万円
・給付制奨学金の場合：２．６万円
・教育ローンの利子補給：０．３万円

１．１％

（平成20年度実績）

（１）国立大学の授業料減免等について

（２）私立大学の授業料減免等について（私立大学等経常費補助金交付実績）

大学における授業料減免等の取り組み状況

○

 

国立大学及び私立大学において、授業料減免等の措置がなされている。

２６



※「グローバルＣＯＥプログラム」平成１９年度採択６３拠点を対象に調査
「グローバルＣＯＥプログラムにおける博士課程学生雇用実績調査」

 

(平成１９年１１月文部科学省）、
『平成１９年度「グローバルＣＯＥプログラム」採択拠点における教育研究活動状況調査』（平成２０年９月文部科学省)より

２１世紀ＣＯＥプログラム グローバルＣＯＥプログラム

平成１９年度

ＲＡ等による
経済的支援を

奨励

※平成19年度グローバルCOE採択拠点のみ

平成１８年度 平成２０年度

～5万円
263人; 14.7%

5～10万円
1154人; 64.5%

10～15万円
342人; 19.1%

15～20万円
29人; 1.6%

20～25万円
2人; 0.1%

15万円未満
受給者

1,759人; 98.3%

15万円以上受給者
31人; 1.7%

　合計
　1,790人
（有効回答数）

25～30万円
10人; 0.5%

30～35万円
2人; 0.1%

20～25万円
102人; 5.0%

15～20万円
190人; 9.3%

10～15万円
745人; 36.5%

5～10万円
887人; 43.5%

～5万円
104人; 5.1%

15万円未満
受給者

1,736人; 85.1%

15万円以上受給者
304人 ; 14.9%

　合計
　2,040人
（有効回答数）

25～30万円
0人; 0.0%

30～35万円
3人; 0.1%

20～25万円
181人; 6.7%

15～20万円
341人; 12.6%

10～15万円
613人; 22.9%

5～10万円
1,303人; 48.3%

～5万円
255人; 9.4%

15万円未満
受給者

2,175人; 80.6%

15万円以上受給者
525人 ; 19.4%

　合計
　2,700人
（有効回答数）

○

 

「グローバルＣＯＥプログラム」の採択拠点において、一月あたりのＲＡ受給額について採択前後の状況を確認し
たところ、生活費相当額の受給者割合が顕著に増加。

博士課程学生に対する経済的支援の充実（２１世紀ＣＯＥ→グローバルＣＯＥ）

２７



米国における大学院学生に対する経済的支援の状況

○

 

米国の科学及び工学分野の大学院学生は、約６５％の者が何らかの経済的支援を受けており、約４１％の者が生活費相

 
当額の支援を受給。

２８



4,４０0人

優れた資質や能力を有する人材が、博士課程（後期）進学に伴

 
う経済的負担を過度に懸念することなく進学できるようにする

 
ことは、優れた研究者を確保する観点から必要であり、博士号

 
取得者の多様なキャリアパスの拡大に資する。

フェローシップの拡充や競争的資金におけるＲＡ等による支給
の拡大等により、平成２２年度までに博士課程（後期）在学者
の２割程度が生活費相当額程度を受給できることを目指す。

背景

今後の方針

フェローシップ型の支援の拡充や競争的資金等によるプロジェクト雇用型の支援の充実など多様な施策を推進す

 るとともに、民間資金の活用などの大学の自助努力により、支援目標２０％の達成を目指す。

予算状況

【科学技術基本計画（平成１８年３月閣議決定）】

特別研究員事業（DC）
１１０億円【拡充】
４,６００人（６.２％）

平成２１年度予算

戦略的創造研究推進事業（RA）
３．５億円
１４０人（０.２％）

イメージ（推計値含む）

月額１５万円以上の経済的支援を受ける割合
（博士後期（課程）在学者）

特別研究員事業（DC）
１０６億円
４,４０0人（５.９％）

９８億円
４,０７0人（５.５％）

平成２０年度予算
平成１９年予算額

戦略的創造研究推進事業（RA）
１３億円
５２５人（０.７％）

若手研究者ﾍﾞﾝﾁｬｰ創出推進事業（RA）
0．2億円【新規】

１２人（０.０２％）

研究成果最適展開支援事業（RA）
2．3億円【新規】

１２７人（０.２％）

※1 博士課程学生は、各種競争的資金制度等により雇用
されているが、ここでは、予算上ＲＡ経費の切り分けが
可能な施策のみを表記しており、記載している予算額、
概算要求額はＲＡ経費分の額（事業総額の内数）である。

※１

※１

※１

※１

※2

 

RA等は「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状

 

況調査(平成18年実績)」によるもの。各種競争的資金制度等により

 

雇用された者が含まれる。

支援目標２０％

約1,850人

計9.１％

５０８人

特別研究員
５.９%

ＲＡ等
2.5%

戦略
ＲＡ

0.７%

H20

予算

計9.1％

4,６００人
H21

予算

グローバルCOE+α

ＲＡ等
2.5%

拡充の
必要!!!

特別研究員
６.２%

戦略ＲＡ等
0.4%

約1,850人２７９人

（事業総額：１．５億円）

（事業総額：３２億円）

（事業総額：４９８億円）

博士課程在学者を対象とした経済的支援の在り方について

２９

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○「※２ RA等」の算出方法

「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調査(平成18年実績)」

　表２－３－１０「経済的支援を受ける博士課程在籍者の財源別支給状況の推移」2006年度実績より

（１５万円以上、２０万円未満 合計4,144人－フェローシップ・国費留学生等3,403人）

　＋（２０万円以上 合計3,711人－フェローシップ・国費留学生等2,606人－戦略１人）＝1,845人

○経済的支援を受ける割合の算出方法

博士課程学生数74,231人（学校基本調査、20年度）を母数とする
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